
2025年３月期 第１四半期決算短信〔ＩＦＲＳ〕(連結)
2024年８月２日

上 場 会 社 名 LINEヤフー株式会社 上場取引所 東

コ ー ド 番 号 4689 URL https://www.lycorp.co.jp/ja/

代 表 者(役職名)代表取締役社長 CEO (氏名)出澤 剛

問合せ先責任者(役職名)上級執行役員 CFO(最高財務責任者) (氏名)坂上 亮介 (TEL) 03-6779-4900

配当支払開始予定日 ―

決算補足説明資料作成の有無 ：有

決算説明会開催の有無 ：有 (証券アナリスト向け)

(百万円未満切捨て)

１．2025年３月期第１四半期の連結業績(2024年４月１日～2024年６月30日)

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上収益 営業利益
税引前

四半期利益
四半期利益

親会社の所有者に

帰属する四半期利益

四半期包括利益

合計額

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年３月期第１四半期 463,085 7.6 106,802 79.8 87,699 19.8 60,509 49.4 51,527 38.1 73,740 18.0

2024年３月期第１四半期 430,523 10.2 59,397 19.5 73,198 61.9 40,500 35.6 37,316 47.9 62,503 25.5

調整後EBITDA
調整後

四半期利益
調整後１株当たり

四半期利益
基本的１株当たり

四半期利益
希薄化後１株当たり

四半期利益
百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 ％ 円 銭 円 銭

2025年３月期第１四半期 121,730 21.7 26,844 △25.6 3.58 △25.6 6.87 6.85
2024年３月期第１四半期 99,993 15.6 36,090 35.0 4.81 34.9 4.98 4.96

（２）連結財政状態

資産合計 資本合計
親会社の所有者に
帰属する持分

親会社所有者
帰属持分比率

百万円 百万円 百万円 ％

2025年３月期第１四半期 8,968,078 3,463,946 3,077,936 34.3

2024年３月期 9,043,969 3,446,985 3,037,088 33.6

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年３月期 － 0.0 － 5.56 5.56

2025年３月期 －

2025年３月期(予想) 0.0 － 5.56 5.56
(注)直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ：無

３．2025年３月期の連結業績予想(2024年４月１日～2025年３月31日)

(％表示は、対前期増減率)

売上収益 調整後EBITDA 調整後EPS

百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

2025年３月期 1,935,000 6.6
430,000

～440,000
3.6

～6.0
14.3

～15.3
(注)直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ：無

詳細は四半期決算短信(添付資料)５ページ「(１)連結経営成績に関する定性的情報 ３．当期の見通し (2024年４月
１日～2025年３月31日)」をご覧ください。



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 有

新規 -社（社名） - 、除外 １社（社名） バリューコマース(株)

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更

① ＩＦＲＳにより要求される会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

（３）発行済株式数(普通株式)

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 2025年３月期１Ｑ 7,637,392,111株 2024年３月期 7,637,068,986株

② 期末自己株式数 2025年３月期１Ｑ 135,887,163株 2024年３月期 136,099,378株

③ 期中平均株式数(四半期累計) 2025年３月期１Ｑ 7,501,140,812株 2024年３月期１Ｑ 7,496,752,677株

（注) 自己株式数については、株式給付信託(J-ESOP)、役員報酬BIP信託および株式付与ESOP信託が保有する当社株式

(2024年３月期：32,948,954株、2025年３月期１Ｑ：32,653,181株)を含めて記載しています。

（４） 各種経営指標の算式

・調整後EBITDA：営業利益＋減価償却費及び償却費(※１)±EBITDA調整項目(※２)

・調整後四半期利益：親会社の所有者に帰属する四半期利益±EBITDA調整項目±調整項目の一部に係る税金相当額

・調整後１株当たり四半期利益：調整後四半期利益／普通株式の期中平均株式数(四半期累計)

(※１) 減価償却費及び償却費：減価償却費、使用権資産減価償却費、一部の賃借料

(※２) EBITDA調整項目：営業収益・費用の内、非経常かつ非現金の取引損益(固定資産除却損、減損損失、株式報酬費用、企業

結合に伴う再測定益、その他現金の流出が未確定な取引(一時的な引当金等)等)。また、一部ファンドの保有株式の売

却損益

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
・本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により予想数値と大きく異なる可能性があります。
・決算補足説明資料は、2024年８月２日(金)に当社ホームページ(https://www.lycorp.co.jp/ja/ir.html)に掲載してい

ます。
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１【当四半期決算に関する定性的情報】

(１)連結経営成績に関する定性的情報

１．連結経営成績の概況(2024年４月～６月)

■■■■■トピックトピックトピックトピックトピックススススス

売売売売売上上上上上収収収収収益益益益益ははははは44444,,,,,666663333300000億億億億億円円円円円(((((前前前前前年年年年年同同同同同期期期期期比比比比比77777.....66666％％％％％増増増増増)))))、、、、、調調調調調整整整整整後後後後後EEEEEBBBBBIIIIITTTTTDDDDDAAAAAははははは11111,,,,,222221111177777億億億億億円円円円円(((((前前前前前年年年年年同同同同同期期期期期比比比比比2222211111.....77777％％％％％増増増増増)))))とととととななななな

りりりりり、、、、、ともにともにともにともにともに第第第第第１１１１１四半期連結累計期間とし四半期連結累計期間とし四半期連結累計期間とし四半期連結累計期間とし四半期連結累計期間として過去最高を更て過去最高を更て過去最高を更て過去最高を更て過去最高を更新新新新新。。。。。

前年同期 当四半期累計 増減(額) 増減(率)

売 上 収 益 4,305億円 4,630億円 325億円増 7.6％増

調整後EBITDA 999億円 1,217億円 217億円増 21.7％増

当第１四半期連結累計期間の売上収益は、PayPay(株)とPayPayカード(株)を含むPayPay連結の成長に

伴う戦略事業の増収、アスクルグループおよびZOZOグループや、「Yahoo!ショッピング」等の成長に伴

うコマース事業の増収、アカウント広告の成長に伴うメディア事業の増収等により、第1四半期連結累

計期間として過去最高となる4,630億円(前年同期比7.6％増)となりました。

当第１四半期連結累計期間の調整後EBITDAは、プロダクト強化に伴う販促費等費用の増加があったも

のの、上記増収により、第1四半期連結累計期間として過去最高となる1,217億円(前年同期比21.7％増)

となりました。

２．セグメントの業績概況(2024年４月～６月)

セグメント別の売上収益・調整後EBITDA

前年同期 当四半期累計 増減(額) 増減(率)

メディア事業
売上収益 1,700億円 1,776億円 75億円増 4.4％増

調整後EBITDA 609億円 696億円 86億円増 14.2％増
コマース事業

売上収益 1,960億円 2,073億円 112億円増 5.8％増
調整後EBITDA 357億円 413億円 56億円増 15.7％増

戦略事業
売上収益 654億円 791億円 136億円増 20.9％増

調整後EBITDA 4億円 60億円 56億円増 ―
その他

売上収益 17億円 21億円 4億円増 24.7％増
調整後EBITDA 1億円 7億円 5億円増 294.2％増

調整額
売上収益 △28億円 △32億円 ― ―

調整後EBITDA 26億円 39億円 ― ―
合計

売上収益 4,305億円 4,630億円 325億円増 7.6％増
調整後EBITDA 999億円 1,217億円 217億円増 21.7％増

(注) １ 2023年10月１日付のグループ内再編に伴い、2024年３月期第３四半期より一部のサービスおよび費用をセグ

メント間で移管しています。主な変更内容は、コマース事業に区分されていたプレミアム会員、戦略事業に

区分されていた「LINE Search」およびその他に区分されていたメールサービスをメディア事業に移管し、

調整額に計上されていたスタッフ部門およびテクノロジー部門の人件費、データセンターおよび社内インフ

ラに関わる費用をメディア事業、コマース事業、戦略事業およびその他に配賦しています。これに伴い、前

年同期のセグメント情報を遡及修正して表示しています。

２ 調整額は、セグメント間取引および報告セグメントに帰属しない全社費用です。
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① 当第１四半期連結累計期間のメディア事業

当第１四半期連結累計期間におけるメディア事業は、アカウント広告の増収等により売上収益は

1,776億円(前年同期比4.4％増)となりました。また、調整後EBITDAは696億円(前年同期比14.2％増)と

なりました。なお、メディア事業の売上収益が全売上収益に占める割合は38.4％となりました。

・アカウント広告：「LINE公式アカウント」における、有償アカウント数の増加や従量課金の拡大に

伴い、売上収益は前年同期比21.4％増となりました。

・検索広告：パートナーサイト面では減収となったものの、LINEヤフー面ではプロダクト改善も寄与

したことで、売上収益は前年同期比で微増となりました。

・ディスプレイ広告：LINE広告の増収により、前年同期比で微増となりました。

② 当第１四半期連結累計期間のコマース事業

コマース事業の売上収益は、アスクルグループおよびZOZOグループ等の子会社を中心に増加しまし

た。また、「Yahoo!ショッピング」についても「LYPプレミアム」によるクロスユースの促進やプロダ

クト改善等により、前年同期比で増収となりました。

eコマース取扱高(※１)は、ショッピング事業を中心とした国内物販系取扱高の成長に加え、国内サ

ービス系取扱高も堅調に推移したことにより、１兆289億円(前年同期比4.7％増)となり、うち国内物販

系取扱高は、7,458億円(前年同期比3.9％増)となりました。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間におけるコマース事業の売上収益は、2,073億円(前年同期比

5.8％増)となりました。また、調整後EBITDAは413億円(前年同期比15.7％増)となりました。なお、コ

マース事業の売上収益が全売上収益に占める割合は44.8％となりました。

(※１) eコマース取扱高は、４ページ「各セグメントの主なサービス・商品」に掲載しているコマース事業の「LINE

ヤフー」内の「ショッピング事業」、「リユース事業」、「サービスEC事業」および「ZOZO、アスクル」内の

「ZOZO」、「アスクル」ならびにメディア事業の「その他」の有料デジタルコンテンツ等における取扱高の合

算値です。

③ 当第１四半期連結累計期間の戦略事業

戦略事業の売上収益は、PayPay(株)とPayPayカード(株)を含むPayPay連結等の成長により、前年同期

比で増加しました。

PayPay連結取扱高は、3.5兆円(※２、３)(前年同期比19.4％増(※４))となり、順調に増加していま

す。また、PayPay銀行(株)の貸出金残高は7,733億円(前年同期比26.1％増)となりました。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間における戦略事業の売上収益は、791億円(前年同期比20.9％

増)となりました。また、上記増収により、戦略事業の調整後EBITDAは60億円となりました。なお、戦

略事業の売上収益が全売上収益に占める割合は17.1％となりました。

(※２) ユーザー間での「PayPay残高」の「送る・受け取る」機能の利用は含まない。「Alipay」、「LINE Pay」等経

由の決済および「PayPayクレジット(旧あと払い)」による決済を含む。PayPayカード(株)の決済取扱高を

PayPay(株)の決済取扱高と合算し、PayPay(株)とPayPayカード(株)の内部取引を消去

(※３) 値は10億円単位で端数切り捨ての上、1,000億円単位で四捨五入

(※４) PayPayカード(株)の取扱高を含む連結取扱高の増減率
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各セグメントの主なサービス・商品

メディア事業

検索広告 Yahoo!広告「検索広告」

アカウント広告
「LINE公式アカウント」、「LINEプロモーションスタンプ」、「LINEで応募」、

「LINEチラシ」、その他

ディスプレイ

広告

運用型広告

Yahoo!広告「ディスプレイ広告」(運用型) 、「LINE VOOM」、

「LINE NEWS」、「トークリスト」、「Talk Head View」、

「Talk Head View Custom」、その他

予約型広告 Yahoo!広告「ディスプレイ広告」(予約型) 等

その他LINE広告 「LINEバイト」、その他

その他

「LINEスタンプ」、「LINE GAME」、「LINE占い」、「LINE MUSIC」、「LINEマ

ンガ」、「LINE Search」、「LYPプレミアム」、「ebookjapan」、不動産関連、

「Yahoo!メール」、その他

コマース事業

LINEヤフー

ショッピング事

業

「Yahoo!ショッピング」、「LINE ショッピング」、 「LINE

FRIENDS」、「LINEギフト」、「MySmartStore」(※５)、

「Yahoo!マート by ASKUL」、「LIVEBUY」(※６)、海外EC

(「LINE SHOPPING(台湾・タイ)」、「GIFTSHOP」、「EZ

STORE」、「QUICK EC」、「MyShop」、その他 )

リユース事業 「Yahoo!オークション」、「Yahoo!フリマ」

サービスEC

事業

「Yahoo!トラベル」、「一休トラベル」、「LINEトラベル

(台湾)」、その他

その他 その他

ZOZO、アスクル

ZOZO 「ZOZOTOWN」、「ZOZOUSED」、その他

アスクル

アスクル BtoB事業(「ASKUL」、「SOLOEL ARENA」、

「APMRO」、「FEEDデンタル」、その他)、「LOHACO」、「チ

ャーム」、その他

その他(※７)

「バリューコマース アフィリエイト」、「バリューポイン

トクラブ」、「ストアーズ・アールエイト」、「ストアマッ

チ」、「ビースペース」、その他

戦略事業

Fintech

PayPay連結 PayPay、PayPayカード

PayPay銀行 ―

その他金融

PayPayアセットマネジメント、「PayPayほけん」、「LINE

Pay」(※８)、「LINEスコア」、「LINEポケットマネー」、

「LINE BITMAX」、「LINE FX」、「DOSI」、その他

その他 その他

(※５) 「MySmartStore」は、2024年７月31日にサービスを終了しました。

(※６) 「LIVEBUY」は、2024年７月31日にサービスを終了しました。

(※７) バリューコマース(株)は2024年５月２日に当社の持分法適用関連会社へ移行したことから、以降、バリュー

コマース(株)のサービスを含みません。

(※８) 日本における「LINE Pay」のサービスは2025年４月30日に終了予定です。
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３．当期の見通し(2024年４月１日～2025年３月31日)

2025年３月期は、優先事項であるセキュリティ対策の強化とともに、今後の成長の要となる領域に関

しても規律をもって投資をすることでプロダクトを強化し、増収増益を目指します。連結売上収益は１

兆9,350億円(前年度比6.6％増)、調整後EBITDAは4,300億円～4,400億円(前年度比3.6～6.0％増)を見込

んでいます。また、資本効率性の改善を重要な経営課題の１つと捉え、新たに調整後EPSについても業

績予想を開示します。当期の調整後EPSは、14.3～15.3円を見込んでいます。



LINEヤフー株式会社(4689) 2025年３月期 第１四半期決算短信

6

(２)連結財政状態に関する定性的情報

資産、負債および資本の状況

１. 資産

当第１四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末と比べて75,891百万円(0.8％減)

減少し、8,968,078百万円となりました。

主な増減理由は以下のとおりです。

・現金及び現金同等物の主な増減理由は、「キャッシュ・フローの状況」に記載しています。

・銀行事業の有価証券は、PayPay銀行(株)の資金運用による有価証券の取得・売却等により前連

結会計年度末と比べて増加しました。

・その他の金融資産は、主に、長期営業債権をより収益性の高い資産へ分配したことにより、前

連結会計年度末と比べて減少しました。

・持分法で会計処理されている投資は、主に、LINE NEXTグループ(LINE NEXT Corpおよびその子

会社)およびバリューコマースグループ(バリューコマース(株)およびその子会社)が当社の持分法

適用関連会社となったこと、およびIPXグループ(IPX Corpおよびその子会社)が当社の共同支配企

業となったことにより、前連結会計年度末と比べて増加しました。

２. 負債

当第１四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末と比べて92,851百万円(1.7％減)

減少し、5,504,131百万円となりました。

主な増減理由は以下のとおりです。

・営業債務及びその他の債務は、主にPayPay（株）の加盟店に対する未払金の減少により前連結

会計年度末と比べて減少しました。

・銀行事業の預金は、顧客からの預金の増加により前連結会計年度末と比べて増加しました。

・有利子負債は、主に長期借入金の借入による増加があったものの、短期借入金の返済による減

少およびコマーシャル・ペーパー償還による減少により前連結会計年度末と比べて減少しまし

た。

３. 資本

当第１四半期連結会計期間末の資本合計は、前連結会計年度末と比べて16,960百万円(0.5％増)

増加し、3,463,946百万円となりました。

主な増減理由は以下のとおりです。

・利益剰余金は、配当の支払いによる減少があったものの、親会社の所有者に帰属する四半期利

益の計上による増加により前連結会計年度末と比べて増加しました。

キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ157,691

百万円減少し、1,262,738百万円となりました。このうち銀行事業に関する日銀預け金は292,898

百万円です。

当第１四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりです。

営業活動によるキャッシュ・フローは、営業債務及びその他の債務の減少、銀行事業の貸付金

の増加、法人所得税の支払があったものの、主に税引前四半期利益の計上、銀行事業の預金の増

加、法人所得税の還付により87,343百万円の収入となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、銀行事業の有価証券の売却または償還による収入、投
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資の売却及び償還による収入があったものの、主に銀行事業の有価証券の取得による支出、投資

の取得による支出、有形固定資産の取得による支出により176,817百万円の支出となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入による収入があったものの、主にコマーシャ

ル・ペーパーの発行・償還、短期借入金の減少、配当金の支払、リース負債の返済による支出に

より106,486百万円の支出となりました。

(３)経営上の重要な契約等

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の締結および変更はありません。
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２【要約四半期連結財務諸表及び主な注記】

(１)要約四半期連結財政状態計算書

(単位:百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第１四半期
連結会計期間

(2024年６月30日)
増 減

金額 金額 金額 増減率(％)

資産

現金及び現金同等物 1,420,430 1,262,738 △157,691 △11.1

銀行事業のコールローン 116,082 126,000 9,917 8.5

営業債権及びその他の債権 684,011 702,473 18,461 2.7

棚卸資産 35,028 33,312 △1,716 △4.9

カード事業の貸付金 783,869 789,827 5,957 0.8

銀行事業の有価証券 655,075 727,544 72,469 11.1

銀行事業の貸付金 723,167 766,268 43,100 6.0

その他の金融資産 456,812 394,260 △62,551 △13.7

有形固定資産 238,399 257,323 18,923 7.9

使用権資産 189,292 186,750 △2,541 △1.3

のれん 2,067,862 2,067,915 53 0.0

無形資産 1,248,923 1,243,269 △5,653 △0.5

持分法で会計処理されている投資 240,342 302,930 62,588 26.0

繰延税金資産 29,030 30,450 1,419 4.9

その他の資産 155,640 77,012 △78,628 △50.5

資産合計 9,043,969 8,968,078 △75,891 △0.8
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(単位:百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第１四半期
連結会計期間

(2024年６月30日)
増 減

金額 金額 金額 増減率(％)

負債及び資本

負債

営業債務及びその他の債務 1,551,611 1,489,647 △61,963 △4.0

銀行事業の預金 1,672,746 1,721,073 48,327 2.9

有利子負債 1,882,752 1,833,539 △49,212 △2.6

その他の金融負債 27,054 26,697 △357 △1.3

未払法人所得税 38,361 30,963 △7,397 △19.3

引当金 25,630 32,496 6,865 26.8

繰延税金負債 190,614 196,669 6,054 3.2

その他の負債 208,211 173,044 △35,166 △16.9

負債合計 5,596,983 5,504,131 △92,851 △1.7

資本

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 248,144 248,239 95 0.0

資本剰余金 2,060,766 2,077,255 16,488 0.8

利益剰余金 723,884 733,618 9,733 1.3

自己株式 △70,037 △69,894 143 －

その他の包括利益累計額 74,329 88,717 14,388 19.4

親会社の所有者に帰属する
持分合計

3,037,088 3,077,936 40,848 1.3

非支配持分 409,897 386,009 △23,888 △5.8

資本合計 3,446,985 3,463,946 16,960 0.5

負債及び資本合計 9,043,969 8,968,078 △75,891 △0.8
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(２)要約四半期連結損益計算書

(単位:百万円)

前第１四半期
連結累計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

当第１四半期
連結累計期間

(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

増 減

金額 金額 金額 増減率(％)

売上収益 430,523 463,085 32,562 7.6

売上原価 127,674 132,026 4,352 3.4

販売費及び一般管理費 243,450 267,311 23,860 9.8

子会社の支配喪失に伴う利益 ― 43,055 43,055 －

営業利益 59,397 106,802 47,405 79.8

その他の営業外収益 23,817 5,398 △18,419 △77.3

その他の営業外費用 6,113 6,768 654 10.7

オプション評価損益(△は損失) ― △13,751 △13,751 －

持分法による投資損益(△は損失) △3,903 △3,981 △77 －

税引前四半期利益 73,198 87,699 14,500 19.8

法人所得税 32,698 27,189 △5,508 △16.8

四半期利益 40,500 60,509 20,009 49.4

四半期利益の帰属

親会社の所有者 37,316 51,527 14,211 38.1

非支配持分 3,184 8,982 5,798 182.1

四半期利益 40,500 60,509 20,009 49.4

親会社の所有者に帰属する
１株当たり四半期利益

基本的１株当たり四半期利益(円) 4.98 6.87 1.89 38.0

希薄化後１株当たり四半期利益(円) 4.96 6.85 1.89 38.1
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(３)要約四半期連結包括利益計算書

(単位:百万円)

前第１四半期
連結累計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

当第１四半期
連結累計期間

(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

四半期利益 40,500 60,509

その他の包括利益

純損益に振り替えられることのない
項目

確定給付制度の再測定 △110 7

FVTOCIの資本性金融資産 2,016 △1,956

持分法適用会社に対する持分相当額 90 △77

項目合計 1,996 △2,025

純損益にその後に振り替えられる
可能性のある項目

FVTOCIの負債性金融資産 267 △1,715

在外営業活動体の換算差額 19,739 16,971

項目合計 20,006 15,256

税引後その他の包括利益 22,003 13,230

四半期包括利益 62,503 73,740

四半期包括利益の帰属

親会社の所有者 58,532 65,852

非支配持分 3,970 7,888

四半期包括利益 62,503 73,740
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(４)要約四半期連結持分変動計算書

前第１四半期連結累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年６月30日)

(単位：百万円)

親会社の所有者に帰属する持分

非支配

持分

資本

合計資本金
資本

剰余金

利益

剰余金

自己

株式

その他の

包括利益

累計額

合計

2023年４月１日 247,094 2,046,696 647,347 △70,436 48,697 2,919,399 398,501 3,317,900

四半期利益 37,316 37,316 3,184 40,500

その他の包括利益 21,216 21,216 786 22,003

四半期包括利益 ― ― 37,316 ― 21,216 58,532 3,970 62,503

所有者との取引額等

新株の発行 33 42 76 76

剰余金の配当 △41,855 △41,855 △6,500 △48,355

その他の包括利益累計額から

利益剰余金への振替
1,634 △1,634 ― ―

自己株式の取得 △0 △0 △0

子会社の支配獲得及び

喪失に伴う変動
― △6,283 △6,283

支配継続子会社に対する

持分変動
2,717 2,717 5,001 7,718

株式に基づく報酬取引 4,010 4,010 4,010

その他 △212 0 149 △62 829 766

所有者との取引額等合計 33 6,557 △40,221 149 △1,634 △35,115 △6,952 △42,067

2023年６月30日 247,127 2,053,253 644,442 △70,286 68,279 2,942,816 395,520 3,338,336
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当第１四半期連結累計期間(自 2024年４月１日 至 2024年６月30日)

(単位：百万円)

親会社の所有者に帰属する持分

非支配

持分

資本

合計資本金
資本

剰余金

利益

剰余金

自己

株式

その他の

包括利益

累計額

合計

2024年４月１日 248,144 2,060,766 723,884 △70,037 74,329 3,037,088 409,897 3,446,985

四半期利益 51,527 51,527 8,982 60,509

その他の包括利益 14,324 14,324 △1,094 13,230

四半期包括利益 ― ― 51,527 ― 14,324 65,852 7,888 73,740

所有者との取引額等

新株の発行 95 123 218 218

剰余金の配当 △41,705 △41,705 △8,656 △50,361

その他の包括利益累計額から

利益剰余金への振替
△63 63 ― ―

自己株式の取得 △0 △0 △0

子会社の支配獲得及び

喪失に伴う変動
14,929 14,929 △21,801 △6,872

支配継続子会社に対する

持分変動
△629 △629 △1,829 △2,458

株式に基づく報酬取引 2,222 2,222 2,222

その他 △158 △24 143 △39 510 471

所有者との取引額等合計 95 16,488 △41,793 143 63 △25,003 △31,776 △56,779

2024年６月30日 248,239 2,077,255 733,618 △69,894 88,717 3,077,936 386,009 3,463,946



LINEヤフー株式会社(4689) 2025年３月期 第１四半期決算短信

14

(５)要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書

(単位:百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期利益 73,198 87,699

減価償却費及び償却費 42,363 40,372

子会社の支配喪失に伴う利益 ― △43,055

オプション評価損益(△は益) ― 13,751

持分法による投資損益(△は益) 3,903 3,981

銀行事業のコールローンの増減額(△は増加) △34,000 △9,917

営業債権及びその他の債権の増減額(△は増加) 49,804 △21,024

営業債務及びその他の債務の増減額(△は減少) △58,587 △56,986

銀行事業の貸付金の増減額(△は増加) 11,292 △43,100

銀行事業の預金の増減額(△は減少) 62,759 48,327

その他 △91,845 53,562

小計 58,889 73,610

利息及び配当金の受取額 703 3,823

利息の支払額 △2,843 △3,019

法人所得税の支払額 △40,301 △30,387

法人所得税の還付額 15,792 43,316

営業活動によるキャッシュ・フロー 32,240 87,343

投資活動によるキャッシュ・フロー

銀行事業の有価証券の取得による支出 △91,031 △116,153

銀行事業の有価証券の売却または償還による収入 50,505 38,040

投資の取得による支出 △26,860 △36,479

投資の売却及び償還による収入 4,404 8,348

有形固定資産の取得による支出 △26,307 △26,474

子会社の支配喪失による支出 △9,750 △23,125

その他 △22,538 △20,973

投資活動によるキャッシュ・フロー △121,577 △176,817

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額(△は減少) △39,099 △48,730

長期借入による収入 53,328 73,491

コマーシャル・ペーパー発行による収入 153,000 116,000

コマーシャル・ペーパー償還による支出 △174,000 △175,000

配当金の支払額 △41,879 △41,708

リース負債の返済による支出 △9,574 △10,769

その他 △95,247 △19,769

財務活動によるキャッシュ・フロー △153,471 △106,486

現金及び現金同等物に係る換算差額 6,640 5,257
売却目的保有に分類された資産への振替に伴う現金及び現
金同等物の増減額(△は減少)

― 33,011

現金及び現金同等物の増減額(△は減少) △236,167 △157,691

現金及び現金同等物の期首残高 1,651,851 1,420,430

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,415,683 1,262,738
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(６)要約四半期連結財務諸表に関する注記事項

１. 報告企業

LINEヤフー(株)(以下、当社という。)は日本で設立され、同国に本社を置いており、当社および子

会社(以下、当社グループという。)の親会社は、Aホールディングス(株)であり、最終的な親会社は

ソフトバンクグループ(株)です。登記している本店の所在地は、東京都千代田区紀尾井町１番３号で

す。

当社グループの主な事業内容は「６. セグメント情報」に記載しています。

２. 作成の基礎

準拠する会計基準

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基

準第５条第２項に準拠し作成していますが、同作成基準第５条第５項に基づき、国際会計基準（以

下、IFRS）のIAS 第34号「期中財務報告」で求められる開示項目の一部を省略しています。

３. 継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

４. 重要性がある会計方針

当社グループの要約四半期連結財務諸表において適用する重要性がある会計方針は、前連結会計年

度に係る連結財務諸表において適用した会計方針と同一です。

５. 見積り及び判断の利用

本要約四半期連結財務諸表の作成において、経営者は会計方針の適用および資産、負債、収益、費

用の報告額に影響を及ぼす判断、見積り、仮定を設定することが義務付けられています。実際の業績

はこれらの見積りと異なる場合があります。

見積りおよびその基礎となる仮定は継続して見直しています。会計上の見積りの見直しによる影響

は、見積りを見直した会計期間および将来の会計期間において認識しています。

当社グループの要約四半期連結財務諸表で認識する金額に重要な影響を与える判断、見積り、仮定

は、前連結会計年度に係る連結財務諸表と同一です。
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６. セグメント情報

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能

であり、取締役会が、経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象

となっているものです。

当社グループは、「メディア事業」、「コマース事業」および「戦略事業」の３つを報告セグメン

トとしています。

「メディア事業」は、主に広告商品の企画・販売・掲載をするための各サービスの企画・運営、情

報掲載サービスの提供およびその他法人向けサービスの提供をしています。

「コマース事業」は、主に中小企業や個人向けにインターネットを介して商品の販売やサービスの

企画・提供をしています。

「戦略事業」は、主に決済金融関連サービスの提供をしています。

「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、クラウド関連サービス等

を含みます。

各報告セグメントの会計方針は、当社グループの会計方針と同一です。セグメント利益は要約四半

期連結損益計算書の営業利益と調整を行っており、セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに

配分していない全社費用です。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費です。セグ

メント間の売上収益は市場実勢価格に基づいています。

なお、2023年10月１日付のグループ内再編に伴い、2024年３月期第３四半期より一部のサービスお

よび費用をセグメント間で移管しています。主な変更内容は、コマース事業に区分されていたプレミ

アム会員、戦略事業に区分されていた「LINE Search」およびその他に区分されていたメールサービ

スをメディア事業に移管し、調整額に計上されていたスタッフ部門およびテクノロジー部門の人件

費、データセンターおよび社内インフラに関わる費用をメディア事業、コマース事業、戦略事業およ

びその他に配賦しています。

これらに伴い、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報を修正再表示しています。
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当社グループのセグメント情報は以下のとおりです。

前第１四半期連結累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年６月30日)

(単位：百万円)

報告セグメント

その他 調整額 連結
メディア事業 コマース事業 戦略事業 合計

売上収益

外部収益 168,221 195,685 64,898 428,805 1,717 - 430,523

セグメント間収益 1,875 387 565 2,827 43 △2,871 -

合計 170,096 196,072 65,463 431,633 1,760 △2,871 430,523

セグメント利益(△は損失) 44,052 17,782 2,512 64,347 △476 △4,472 59,397

その他の営業外収益 23,817

その他の営業外費用 6,113

持分法による投資損益(△は損失) △3,903

税引前四半期利益 73,198

当第１四半期連結累計期間(自 2024年４月１日 至 2024年６月30日)

(単位：百万円)

報告セグメント

その他 調整額 連結
メディア事業 コマース事業 戦略事業 合計

売上収益

外部収益 175,776 206,856 78,766 461,399 1,686 - 463,085

セグメント間収益 1,884 503 373 2,761 510 △3,271 -

合計 177,661 207,359 79,139 464,160 2,196 △3,271 463,085

セグメント利益(△は損失)

(注)１、２
52,665 49,634 8,990 111,289 △80 △4,406 106,802

その他の営業外収益 5,398

その他の営業外費用 6,768

オプション評価損益(△は損失) △13,751

持分法による投資損益(△は損失) △3,981

税引前四半期利益 87,699

(注) １ 「コマース事業」のセグメント利益には、子会社の支配喪失に伴う利益29,718百万円を含みます。(「10. 子

会社の支配喪失に伴う利益」参照)

２ 「戦略事業」のセグメント利益には、子会社の支配喪失に伴う利益13,336百万円を含みます。(「10. 子会社

の支配喪失に伴う利益」参照)
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７. 有利子負債

有利子負債の内訳は、以下のとおりです。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年６月30日)

借入金 1,097,605 1,113,458

社債 469,270 469,337

リース負債 213,204 207,137

その他 102,671 43,605

合計 1,882,752 1,833,539

８. 購入コミットメント

当第１四半期連結会計期間に新たに契約した重要な有形固定資産・無形資産の購入に関するコミッ

トメントは、9,730百万円(前第１四半期連結会計期間は6,612百万円)です。主としてデータセンター

に係る資産の購入に関する未履行の契約によるものです。

９. 配当金

配当金の総額は以下のとおりです。

前第１四半期連結累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年６月30日)

決議
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2023年５月18日 取締役会 41,869 5.56 2023年３月31日 2023年６月２日

当第１四半期連結累計期間(自 2024年４月１日 至 2024年６月30日)

決議
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2024年５月15日 取締役会 41,888 5.56 2024年３月31日 2024年６月４日

10. 子会社の支配喪失に伴う利益

当第１四半期連結累計期間(自 2024年４月１日 至 2024年６月30日)

当社の子会社であるIPXグループ(IPX Corpおよびその子会社)について、株主間契約の変更契約

を締結した結果、新たに当社の共同支配企業となったため、22,751百万円の子会社の支配喪失に伴

う利益を認識しています。

また、当社の子会社であるLINE NEXT Corp(以下、LINE NEXT)に対して第三者からの出資が実施

され、当社グループが保有するLINE NEXTの議決権が過半数を下回った結果、LINE NEXTグループ

(LINE NEXTおよびその子会社)は新たに当社の持分法適用関連会社となったため、13,336百万円の

子会社の支配喪失に伴う利益を認識しています。

さらに、当社の子会社であるバリューコマース(株)が実施する自己株式の公開買付けに応募した

結果、バリューコマースグループ(バリューコマース(株)およびその子会社)は新たに当社の持分法

適用関連会社となったため、6,967百万円の子会社の支配喪失に伴う利益を認識しています。
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11. その他の営業外収益

その他の営業外収益の内訳は、以下のとおりです。

(単位:百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

持分変動利益 19,137 2,832

その他 4,680 2,566

合計 23,817 5,398

12. その他の営業外費用

その他の営業外費用の内訳は、以下のとおりです。

(単位:百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

支払利息 1,824 1,826

その他 4,289 4,941

合計 6,113 6,768

13. オプション評価損益

当第１四半期連結累計期間(自 2024年４月１日 至 2024年６月30日)

持分法適用関連会社の持分所有者の一部に付与している売建プットオプションについて、公正価

値で測定したことによる損益です。
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14. １株当たり利益

親会社の所有者に帰属する基本的１株当たり四半期利益および希薄化後１株当たり四半期利益の算

定基礎は以下のとおりです。

前第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

基本的１株当たり四半期利益(円) 4.98 6.87

親会社の所有者に帰属する四半期利益(百万円) 37,316 51,527

親会社の普通株主に帰属しない四半期利益(百万円) － －

基本的１株当たり四半期利益の計算に
使用する利益(百万円)

37,316 51,527

普通株式の期中平均株式数(千株) 7,496,752 7,501,140

希薄化後１株当たり四半期利益(円) 4.96 6.85

四半期利益調整額(百万円) － －

普通株式増加数(千株) 22,006 26,253

(注) 基本的１株当たり四半期利益および希薄化後１株当たり四半期利益の算定において、株式給付信託(J-ESOP)、役

員報酬BIP信託および株式付与ESOP信託が保有する当社株式を自己株式として処理していることから、期末株式数

および加重平均株式数から当該株式数を控除しています。

15. 関連当事者

当社グループの最終的な親会社はソフトバンクグループ(株)です。

当社グループと当社の関連当事者である子会社との間の取引は、連結上消去されており、注記には

開示されていません。

関連当事者間取引および未決済残高

前第１四半期連結累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年６月30日)

重要な取引高および債権債務の未決済高はありません。

当第１四半期連結累計期間(自 2024年４月１日 至 2024年６月30日)

重要な取引高および債権債務の未決済高はありません。



LINEヤフー株式会社(4689) 2025年３月期 第１四半期決算短信

21

16. 偶発事象

当社グループの貸出コミットメントは、主に当社グループのクレジットカード会員へのショッピン

グおよびキャッシングの利用限度額であり、貸出コミットメントの総額および貸出未実行残高は以下

のとおりです。

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年６月30日)

貸出コミットメントの総額 13,424,525 10,037,915

貸出実行残高 1,029,378 1,143,998

貸出未実行残高 12,395,147 8,893,917

なお、当該利用限度額は、クレジットカード会員がその範囲内で随時利用できるため利用されない

額もあり、かつ、当社グループが任意に増減させることができるため、貸出未実行残高は必ずしも全

額が貸出実行されるものではありません。また、当該貸出コミットメントの未実行残高の期日は、要

求払いのため１年以内となります。

17. 重要な後発事象

（自己株式の取得および消却）

当社は、2024年８月２日開催の取締役会において、会社法第165条第３項より読み替えて適用され

る同法第156条第１項および当社定款の規定に基づき、自己株式の取得を行うこと、およびその具体

的な取得方法として、自己株式の公開買付けを行うことを決議しました。また、当社は、2024年８月

２日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、当社が保有する自己株式の一部を消

却することを決議しました。

（１）自己株式の取得および消却を行う理由

プライム市場の上場維持基準適合のための流通株式比率の向上、資本政策の一環としての資本効

率の向上および株主還元

（２）取得に係る事項の内容

① 取得対象株式の種類

普通株式

② 取得し得る株式の総数

386,598,039株(上限)(発行済株式総数(自己株式を除く)に対する割合5.15%)

なお、自己株式数については、株式給付信託(J-ESOP)、役員報酬BIP信託および株式付与ESOP信

託が保有する当社株式(2024年６月30日：32,653,181株)を含めています。

③ 株式の取得価額の総額

1,500億円(上限)

④ 取得することができる期間

2024年８月５日から2024年９月27日まで

⑤ 取得方法

自己株式の公開買付け

（３）消却に係る事項の内容

① 消却対象株式の種類

普通株式

② 消却する株式の総数

489,597,939株(消却前の発行済株式総数に対する割合6.41%)

③ 消却予定日

2024年９月30日
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2024年８月２日

LINEヤフー株式会社

取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人トーマツ

東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山 﨑 健 介

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 小 林 弘 幸

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 塚 本 雄 一 郎

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられているLINEヤフー株式会社の2024年４月１日から2025年３

月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(2024年４月１日から2024年６月30日まで)及び第１四半期連結累

計期間(2024年４月１日から2024年６月30日まで)に係る要約四半期連結財務諸表、すなわち、要約四半期連結財政状態

計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四半期連結持分変動計算書、要約四半期連

結キャッシュ・フロー計算書及び要約四半期連結財務諸表注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期

財務諸表等の作成基準第５条第２項(ただし、四半期財務諸表等の作成基準第５条第５項に定める記載の省略が適用され

ている。)に準拠して作成されていないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立して

おり、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

要約四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第５条第２項(ただし、四半期財務諸表等の

作成基準第５条第５項に定める記載の省略が適用されている。)に準拠して、要約四半期連結財務諸表を作成することに

ある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と

判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

要約四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約四半期連結財務諸表を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第５条第２項(ただし、

四半期財務諸表等の作成基準第５条第５項に定める記載の省略が適用されている。)に基づき、継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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要約四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から要約四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュ

ー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取

引所の四半期財務諸表等の作成基準第５条第２項(ただし、四半期財務諸表等の作成基準第５条第５項に定める記載

の省略が適用されている。)に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において要約四半期連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約四半期連結財務諸表の注記事項が適切

でない場合は、要約四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監

査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継

続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 要約四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第５条

第２項(ただし、四半期財務諸表等の作成基準第５条第５項に定める記載の省略が適用されている。)に準拠して作

成されていないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 要約四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手す

る。監査人は、要約四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人

は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １ 上記の期中レビュー報告書の原本は当社(四半期決算短信提出会社)が別途保管しています。

２ XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。


